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「新 AMR アクションプラン」 

 国立国際医療研究センターAMR 臨床リファレンスセンター臨床疫学室長 松永展明 

アクションプランの目的と概要 

新 AMR アクションプランに

ついて概説致します。 

皆様も記憶に新しいと思い

ます G7 広島サミットにおいて、

薬剤耐性菌対策について、首脳

宣言や保健大臣宣言でも多く

取り上げられました。そして、

COVID-19 の影響で延期されて

いた、薬剤耐性アクションプラ

ンは、今年４月ついに更新され

ました。 

世界も、日本のアクションプ

ランにも、薬剤耐性菌が潜在的な脅威として対応していくべきであること、その対策に

は、ヒトだけではなく、動物や環境分野も含めたワンヘルスアプローチが必要であるこ

と、そして抗菌薬を安定供給するための体制強化、新規抗菌薬開発のためのプル型イン

センティブの重要性について謳われております。 

 アクションプランの目的は、薬剤耐性（AMR）に起因する感染症による疾病負荷のな

い世界の実現を目指し、薬剤耐性（AMR）の発生をできる限り抑えるとともに、薬剤耐

性微生物（ARO）による感染症のまん延を防止することです。そのための戦略として、

薬剤耐性（AMR）の被害を最小限にするためには、3つの柱があります。AMRを発生させ

ないこと、AMR 感染症を水平感染させないこと、治療を担保すること、です。AMR を発

生させない対策としては、そもそもの感染症を減らす必要があります。そのためには、

ワクチン開発、高齢者 ADL、栄養状態の向上、医療デバイスなどの適正使用、感染対策、
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ワンヘルスの観点での取り組みが必要です。感染症になった場合には、抗菌薬を適正使

用することで AMR の発生を減らします。AMR 感染症を水平感染させない対策としては、

手指衛生、環境などの感染対策を推奨すること、海外からの流入に対する対応をする必

要があります。そして、AMR感染症になった場合でも、治療できる選択肢を確保するこ

とで、疾病負荷を軽減させる必要があります。アクションプランでは、これらを包括的

にまとめられています。 

 

アクションプランの構成 

アクションプランの構成は、前回と変わらず６分野です。普及啓発・教育活動および

動向調査・監視を基板として、現場の対策である感染予防・管理と抗微生物剤の適正使

用を推進していくこと

が肝要です。そして、

対策をサポートするた

めの研究開発・創薬を

推進し、国際協力にて

アジア諸国を中心に支

援をしつつ、連携によ

り対策のシナジーを狙

います。今回のアクシ



ョンプランの項目は、プル型インセンティブの追記以外は変更がありません。つまり、

大切なことは変わらないため、良い取り組みを広く展開しつつ、粘り強く継続していく

ことが肝要です。 

 具体的な戦略として、地域連携の強化について、繰り返し記載されております。

COVID-19 対応にて経験したように、自施設の感染対策が整っていても、地域全体での

対策が機能しないと、破綻した施設から感染が爆発し、結果的には地域全体に大きな負

荷が掛かります。 

令和４年から、感染対策向上加算と名称が変更し、加算は１と２に加え、３が追加さ

れました。そして、外来感染対策向上加算が新設され、連携強化加算も含めて、保健所

や医師会も関与しながら、病院間、病院診療所間の連携を更に深めていくことが明確化

されています。 

 効果的な方策を立てるためには、物差しが必要です。AMR 臨床リファレンスセンター

では、NDBを用いて抗菌薬量集計を実施しています。診療所は本邦における約７割の抗

菌薬を使用しており、ほとんどが経口抗菌薬です。そして、その処方の７割は気道感染

症、１割が下痢症に対して処方されています。病院では、経静脈抗菌薬のほとんどが使

用されており、外来診療にて経口抗菌薬が多く使用されております。 

 診療所に対して、抗菌薬使用量を見える化しフィードバックするシステム、診療所版

J-SIPHE（オアシス）が、昨年１０月に開始されました。自施設の処方状況を確認し改

善に役立てられるだけではなく、診療所間や加算算定病院、医師会とも情報共有が可能

であるため、地域の抗菌薬適正使用対策に役立ちます。病院に対しては、2019 年から

J-SIPHEが活用されています。抗菌薬使用状況が見える化されるだけではなく、薬剤耐

性菌情報や、手指衛生状況、診療プラクティスなど、多角的な情報を見える化しフィー

ドバックすることが出来ます。こちらのシステムも、病院間で情報を共有することが出

来るため、地域連携に役立ちます。システムを利用することで省力化し、客観的なデー

タから対策を推進していく環境が整ってきました。これらを上手く普及・活用し、これ

まで以上

に感染症

対策およ

び抗菌薬

適正使用

の取り組

みを展開

していく

事を期待

します。 

 



成果指標 

 さて、今回もアクショ

ンプランの成果指標が示

されました。８つの項目

で構成されています。こ

こで大切なのは、抗菌薬

使用量の目標値は、適正

に抗菌薬を使用すること

で患者予後を改善し、不

必要な抗菌薬を削減する

ことで、薬剤耐性への影

響を最小限にすることに繋がる。と記載があることです。抗菌薬を減らすだけではなく、

医療の質の向上も目的としていることに注目すべきと考えます。 

 数値以外の変更指標は２点です。バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）の罹患数が入り

ました。VREは、一旦発生すると対応が大変です。また、病院内だけではなく地域のア

ウトブレイクに繋がります。本目標達成のためには、自施設の日々の感染対策に加え、

地域での取り組みの評価指標になり得ると考えます。 

 抗菌薬は、カルバペネムの使用量が加わりました。こちらは、カルバペネム系抗菌薬

を適正使用した上で、抗菌薬使用量を削減させた場合、緑膿菌耐性率の改善に関連する

指標と示唆されています。また、大学病院や特定機能病院におけるカルバペネム系抗菌

薬使用量には大きなバラツキがあります。患者背景がある程度揃った環境での使用状況

なため、対策によって均てん化する余地があると考えます。 

 抗菌薬使用量について、COVID-19 によりその他の感染症が減少したため、2022 年現

在資料量はかなり削減され、前回アクションプランの目標値に近い値となっています。

今回、更に 2020年から 15％削減する目標です。世界では、行動制限明けから他の感染

症が増加し、抗菌薬使用量が増加していることに留意が必要であることから、かなり野

心的な目標です。 

一方で、上気道炎に対する抗菌薬使用割合は、30％前後です。上気道炎に対して、本

来抗菌薬は不要です。不必要使用のターゲットである上気道炎に対する抗菌薬が、適正

化される余地は未だあると考えます。付随して、同処方の多くが広域スペクトラムの経

口抗菌薬であることから、細分化した経口抗菌薬の使用量についても、自然と低下する

ことが期待されます。以上から、野心的ではあるものの、不可能な指標ではないかも知

れません。 

薬剤耐性菌の指標については、前回アクションプランを元に、その効果を予測モデル

を用いて検討しています。黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率は、手指衛生やデバイス

管理の徹底を行うことで、血流感染を減らす目標になります。大腸菌のフルオロキノロ 



ン耐性率は、外

来での尿路感

染症の抗菌薬

適正使用の目

標となります。

そして、最も死

亡率の高い耐

性菌の部類に

入る緑膿菌、大

腸菌、肺炎桿菌

のカルバペネ

ム耐性率は、院

内感染対策の

徹底に加え、カルバペネム系の抗菌薬の適正使用により、これ以上増加させるわけには

いきません。 

数値を追うだけではなく、対策に取り組むことで、自然と目標が達成する世界になる

事を望みます。 

 
 
 
 
番組ホームページは https://www.radionikkei.jp/kansenshotoday/ です。 

感染症に関するコンテンツを数多くそろえております。 
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